静岡県商品流通調査Q＆A
1 調査全般

Ｑ１：この調査の目的は何か。

Ａ：商品流通調査は、原則５年に１度、各都道府県が作成する産業連関表に必要不可欠な調査です。地域相互における商品流通状況を把握する目的で実施するものです。

Ｑ２：提出義務はあるのか。

Ａ：静岡県統計調査条例において、報告義務及び罰則規定があります。

商品流通調査は大変重要な調査ですので、恐れ入りますが御協力をお願いします。

Ｑ３：品目名があらかじめ記載されているのはなぜか。

Ａ：統計法に基づいた手続きを経て国の承認を得た上で、工業統計調査や生産動態統計調査のデータを利用しているためです。

Ｑ４：他県からも同様の照会が来ているが、回答しなければならないのか。

Ａ：商品流通調査は47都道府県で実施するため、全国に事業所がある企業は、各都道府県から照会が届く場合があります。恐れ入りますが、各都道府県ごとに御回答をお願いします。

2 定義

Ｑ５：「工場出荷価格（消費税を除く）」とは何か。

Ａ：貴事業所が他の事業者や販売店等へ、貴事業所で生産した製品を出荷する際の出荷価格（消費税抜き）を指します。なお、荷造料は含めません。

Ｑ６：「自工場生産額」とは何か。

Ａ：貴事業所の年間生産額のことです。

「自工場生産額＝生産数量×工場出荷価格（消費税を除く）」

Ｑ７：「自工場消費額」とは何か。

Ａ：「自工場生産額」のうち、貴事業所内で生産している他製品の原材料や研究開発用等に消費した分です。

   「自工場消費額＝消費数量×工場出荷価格（消費税を除く）」

Ｑ８：「輸出向出荷額」とは何か。

Ａ：「自工場生産額」のうち、貴事業所から直接または輸出商社等を通じて輸出したもの、あるいは輸出用として輸出商社等へ販売した分です。

　　「輸出向出荷額＝輸出数量×工場出荷価格（消費税を除く）」

Ｑ９：「国内向出荷額」とは何か。

Ａ：「自工場生産額」のうち、国内向けに出荷した分です。

　　（貴事業所から出荷したもののうち「輸出向出荷額」を除いた分）

　　「国内向出荷額＝出荷数量×工場出荷価格（消費税を除く）」

Ｑ10：「最終消費地」とは何か。

Ａ：貴事業所で生産された製品が最終的に企業や消費者によって消費（出荷）された地域のことです。

3 事業所

Ｑ11：社名を変更している場合はどうすればよいか。

Ａ：「事業所名」欄にある旧社名に取消線を引き、その横に新社名をご記入いただき、社名変更した旨を備考欄に記入してください。

Ｑ12：独立した新会社で生産を引き継いでいる場合はどうすればよいか。

Ａ：事業所の所在地によって異なります。

・所在地変更無し、または県内で所在地変更した場合…

　　⇒「事業所名」に新社名を記入し、引き継ぎ前と引き継ぎ後の生産を記入してください。

　　・県外に所在地変更した場合…

　　⇒「事業所所在地」欄にある所在地を訂正し、所在地を変更した年月を備考欄に記入してください。

また、令和２年内に所在地を県外に変更した場合、所在地を変更する前までの生産を記入してください。変更後の生産については、記入していただく必要はありません。

Ｑ13：合併したが、合併前のＡ社とＢ社それぞれに調査票が送付されている場合はどうすればよいか。

Ａ：令和２年内の数ヶ月でもＡ社、Ｂ社それぞれが生産活動をしていれば、そのままそれぞれの調査票に記入してください。

Ｑ14：令和２年内に移転した場合はどうすればよいか。

Ａ：移転先が県内であれば、移転前と移転後の生産を記入してください。

県外への移転であれば、移転前の生産を記入してください。移転後の生産については、記入していただく必要はありません。

Ｑ15：会社組織が二つに分割した場合、どうすればよいか。

Ａ：分割に伴い、新事業所が令和２年中に県内に設立した場合は、もう１部調査票を送付いたしますので、データ活用推進課（Tel:054-221-2241）まで、ご連絡をお願いします。

Ｑ16：事業所が閉鎖した場合はどうすればよいか。

Ａ：令和２年１月から閉鎖するまでの実績を可能な範囲で記入してください。

　　なお、令和元年12月までに閉鎖した場合は、備考欄にその旨を記入し返送してください。

4 記載内容

Ｑ17：同一所在地の同一事業所（本社分と工場分）に調査票が２通送付された。 

Ａ：各調査票に本社分・工場分それぞれの内容を別々に記入していただいても、どちらか一方の調査票に本社分と工場分をまとめて一緒に記入していただいても結構です。一方に記入された場合、もう一方は備考欄にその旨を記入し返送してください。

Ｑ18：暦年ではなく年度で記入してもよいか。

Ａ：暦年で記入することが困難であれば、年度や決算期など、令和２年１～12月を最も多く含む１年間の実績を記入していただいても結構です。

Ｑ19：調査票をエクセルの電子媒体でもらいたい。

Ａ：統計センターしずおか（ＵＲＬ：https://toukei.pref.shizuoka.jp/）内にエクセルの調査票を公開していますので、ダウンロードすることができます。

Ｑ20：単価が分からないので、数量で記入したい。

Ａ：貴事業所内で単価の分かる部署に問い合わせていただき、金額で記入してください。 

Ｑ21：海外生産は対象になるか。

Ａ：本調査は国内における生産活動を対象としていることから、海外生産は調査対象外となります。

Ｑ22：生産した製品が全量自工場消費される場合はどうすればよいか。

Ａ：数量×生産単価で計算した額を「自工場生産額」及び「うち自工場消費額」に記入してください。

Ｑ23：他の事業所から受け入れた製品を全く加工せず、そのまま出荷する場合は対象となるか。

Ａ：この場合は調査対象外ですので、備考欄にその旨を記入し返送してください。
Ｑ24：製品を完成させるために１年以上日数を要する場合はどうすればよいか。

Ａ：生産額には、令和２年１月～12月の生産実績を記入してください。出荷額には、令和２年に実際に引き渡したものを記入してください。

Ｑ25：他の事業所に委託して生産させた製品の扱いはどうすればよいか。

Ａ：実際に受託生産を行った受託者の側で計上するため調査対象外となりますので、備考欄にその旨を記入し返送してください。

Ｑ26：消費地域別構成比が都道府県別に分からない場合はどうすればよいか。

Ａ：基本的には、都道府県ごとの数字を記入してください。どうしても分からない場合には、可能な範囲で消費先を推計して記入してください。都道府県別には分からないが関東地域や中部地域など地域区分が分かる場合には、各地域の「不明」欄に記入してください。

Ｑ27：品目毎の構成比の合計が100％にならない場合はどうすればよいか。

Ａ：できる限り合計が100.0％となるように記入していただきたいのですが、どうしても分けられない場合は、県ごとに記入された中で、最も出荷の高い地域の「不明」欄で調整していただいて結構です。

